
申請者の住所
及 び 氏  名

℡：
 殿

④役員の氏名及び役名
役員とは取締役、執行役又はこれらに準

ずる者。監査役の記入は不要。
　役員が６名を超える場合は「別紙のとお
り」とし、別紙に全員を記載する。

⑤申請時の登録
新規の場合は記入不要。

記載要領

宮城県知事

の 登　録 の申請をします。

　令和   　年　　月　　日

仙台市青葉区本町○－○－○

②申請者の住所及び氏名
法人：登記簿の会社名称と主たる事務所

の所在地
　個人：名称と主たる事務所の所在地

➂電話番号を記載。

別記様式第七（第二十八条関係）

登 録 の 種 類 新　規

　　 不動産の鑑定評価に関する法律 第２２条第１項 の規定による不動産鑑定業者

　　年　　月　　日

（第一面）

※ 登 録 番 号

登 録 申 請 書

宮城県知事 登録（ 　）第　　　   号

※ 登録 年月日

代表取締役　宮城　地価子

役　員　の　氏　名　及　び　役　名

ふ り が な みやぎふどうさんかんてい

株式会社　宮城不動産鑑定

登　録　申　請　者
ふ り が な

氏 名

名 称 又 は 商 号

022-211-0000

ふ り が な

氏 名

　　２　登録を受けようとする者は、
第一面の収入証紙はり付け欄に所要額の収入証紙（15,600円）をはり付けること。

収　入　証　紙

は　り　付　け　欄

（ 消 印 し て は な ら な い ）

役   名 役   名

 宮城県知事 登録（　　）第 号（ 年 月　　日登録）

いずみ　とちお

みやぎ　ちかこ

備  考
　　１　 ※欄は記入しないこと。

申 請 時 の 登 録

代表取締役

泉　土地男

①収入証紙の貼付（消印してはならない）

　　所定の金額の収入証紙を貼付する。

株式会社　宮城不動産鑑定
代表取締役　宮城　地価子

ふ り が な

氏 名

宮城　地価子

取締役



名 称

（主たる事務所） 〒 000-0000 みやぎ　ちかこ

株式会社　宮城県不動産鑑定
(登録申請者が行う）

宮城　地価子
Tel 022-211-0000 登録番号〔　  12345〕

（従たる事務所）(1) 〒

Tel 登録番号〔 〕

(2) 〒

Tel 登録番号〔 〕

(3) 〒

Tel 登録番号〔 〕

(4) 〒

Tel 登録番号〔 〕

(5) 〒

Tel 登録番号〔 〕

(6) 〒

Tel 登録番号〔 〕

(7) 〒

Tel 登録番号〔 〕

①所在地
事務所の郵便番号、電話番号を記

載する。

④従たる事務所
鑑定評価を行う従たる事務所があ

る場合に記入。

③登録番号
不動産鑑定士の登録番号を記載。

②専任の不動産鑑定士の氏名
登録申請者が自ら専任の不動産鑑

定士となる場合は「登録申請者が行
う」旨を記載すること。この場合、
辞令等の添付を要しない。

記載要領
別記様式第七（第二十八条関係）

（第二面）

事務所の名称及び所在地並びに事務所ごとの専任の不動産鑑定士の氏名

専任の不動産鑑定士の
ふ  り 　が 　な

氏 名所　　在　　地

備  　考
　　１　不動産鑑定士である登録申請者がみずから実地に不動産の鑑定評価を行う事務所については、

その旨を「専任の不動産鑑定士の氏名」欄に記入すること。

事 務 所

仙台市青葉区本町○－○－○



月

○

○

報 酬 件数 報 酬 件 数 報 酬 件 数 報 酬 件 数 報 酬
千円 件 千円 件 千円 件 千円 件 千円

1．

２．

３．

記載要領

②組織等の変更（業者登録以降の記載
でよい。）

・事務所の新設及び廃止
（所在する都道府県・都市名な

ど）
・組織名称の変更
・商号（名称）の変更
・事務所の移転、など

③「組織等の変更」欄が不足する場合
は「別紙のとおり」とし、別紙に変更
の概要全体を適宜整理して記載する。

④直前５年間の不動産鑑定業の概要

　新規登録申請の場合は空欄となる。

①創業
法人：会社設立年月日

（商業登記簿謄本の日付）
　個人：登録申請日

担　　保

 組織等の
 変更

年

平成○○ 宮城県知事登録（株式会社◇◇不動産鑑定；（　）第○○号）

令和○○ 事務所移転（若林区若林→青葉区本町）

直 前 ５ 年 間 の 不 動 産 鑑 定 業 の 概 要

計そ の 他補 償

件 数

件

売 買

評価の対象の「その他」欄には、土地若しくは建物又はこれらに関する所有権以外の権利の外
の不動産について、他人の求めに応じ報酬を得て行った評価等の行為について記載するこ
と。

権 　利

土地及び建物等

そ の 他

計

備　考

評価の対象の「土地及び建物等」欄には、土地及び建物（これらに関する所有権以外の権利
を含む。）について一体として行った不動産の鑑定評価について記載すること。

評価の対象の「権利」欄には、土地又は建物に関する所有権以外の権利について行った不動
産の鑑定評価について記載すること。

建 　物

土 　地

別記様式第八（第三十条関係）

添付書類（イ）（法第２３条第２項第１号）

不 動 産 鑑 定 業 経 歴 書

不動産鑑定
業

の  沿
革

変  更  の  概  要

平成 年 月 日創  業

評価目的

評価の対象
件数等



別記様式第八（第三十条）

事　務　所　名
ふ り が な

氏 名
登録番号 登録年月日 備 考

みやぎ　ちかこ

宮城　地価子 12345

ふどう　さだし

不動　定士 54321

②事務所名
登録申請書第二面の事務所名と

一致していること。

添付書類（ロ）（法第２３条第２項第２号）

不動産鑑定士の氏名

（不動産鑑定士補を含む。備考欄にその旨記載）

株式会社宮城県不動産鑑
定

専任平成　年　月　日

士補平成　年　月　日

記載要領

①不動産鑑定士のみの場合は、こ
の行部分を削除。

③備考欄
専任の場合、事務所ごとのはじ

めに氏名を記載し、備考欄に「専
任」と記載する。
　不動産鑑定士補を含む場合、
「士補」と記載する。



名称又は商号：

　生 年 月 日

昭和○年〇月○日 登録申請者 専任　代表取締役

昭和○年〇月○日 役員 取締役

役員

専任

専任

備考：
１．役職等の名称欄の右側には、役員の場合、取締役など役職名を記載すること。
２．不動産鑑定士である登録申請者がみずから実地に不動産の鑑定を行う事務所については、
　　役職等の名称欄の右側には、事務所名又は『専任』と記載すること。
３．上記以外の専任の不動産鑑定士の場合、役職等の名称欄の右側には、事務所名を記載すること。
４．記載欄が不足する場合は適宜追加・調整して記載すること。

〔 略 歴 書 一 覧 〕

株式会社　宮城不動産鑑定
  役 職 等 の 名 称

　現　住　所
氏　　名

宮城県仙台市青葉区○○町〇丁目〇－〇

宮城県仙台市宮城野区○○町〇丁目〇－〇

1

2 泉　土地男

3

宮城　地価子

4

5

6

13

7

8

9

10

11

12

②名所又は称号を記載

①略歴書一覧
個人を特定することが可能な情

報について一覧で記載する。
　法人の場合は、代表者以外の役
員の記載も必要です。

記載要領

15

14



(役 職 名 ： )

氏 名

昭和 〇 年 〇 月

主 な 職 歴 昭和 〇 年 〇 月

平成 〇 年 〇 月

平成 〇 年 〇 月

年 月

年 月

年 月

年 月

年 月

年 月

令和〇年〇月〇日

氏　名 宮城　地価子
〔　署　名　〕

　　（注）主な職歴欄が不足する場合は適宜欄を追加して記載すること。

△△不動産鑑定（株）退社

　　（株）〇〇不動産鑑定入社

　　（株）〇〇不動産鑑定代表取締役就任

登 録 申 請 者 の 略 歴 書
記載要領

①登録申請者の略歴書
法人の場合は、代表取締役等の代

表者だけでなく、役員各人の略歴書
の提出が必要です。

上記のとおり相違ありません。

△△不動産鑑定（株）入社

山田　敏夫

代表取締役

④本人が署名すること。

③主な職歴
入社や退職などの年月

　　役員の就任や退任
　　常勤・非常勤の別など

②役職名
法人の場合、代表取締役、取締役

など、役職名を記載。
　個人の場合は、この行部分を削
除。



(事務所名 ： )

氏 名

不動産鑑定士登録 第 号

平成 〇 年 〇 月

主 な 職 歴 平成 〇 年 〇 月

平成 〇 年 〇 月

平成 〇 年 〇 月

年 月

年 月

年 月

年 月

年 月

年 月

令和　〇年　〇月　〇日

氏　名 宮地　定男
〔　署　名　〕

記載要領

①従事する事務所名を記載

②不動産鑑定士の登録番号及び登
録年月日を記載

③主な職歴
入社や退職などの年月

　　役員の就任や退任
　　出向・出向解除など

平成　〇年　〇月　〇日

　（株）〇〇不動産鑑定 取締役就任

　（注）主な職歴欄が不足する場合は適宜欄を追加して記載すること。

上記のとおり相違ありません。

□□不動産鑑定事務所（株）入社

□□不動産鑑定事務所（株）退社

　（株）〇〇不動産鑑定入社

22222

専任の不動産鑑定士の略歴書

④本人が署名すること。

宮地　定男

（株）〇〇不動産鑑定



役 職 名 ：

(事務所名 ： )

氏 名

不動産鑑定士登録 第 号

昭和 〇 年 〇 月

主 な 職 歴 昭和 〇 年 〇 月

平成 〇 年 〇 月

平成 〇 年 〇 月

年 月

年 月

年 月

年 月

年 月

年 月

令和　〇年　〇月　〇日

氏　名
宮城　地価子

〔　署　名　〕

②役職名
役職名及び事務所名を記載

①登録申請者が専任鑑定士を兼ね
る場合は、本様式に記載してくだ
さい。

記載要領

③不動産鑑定士の登録番号及び登
録年月日を記載

④主な職歴
入社や退職などの年月

　　役員の就任や退任など

⑤本人が署名すること。

登録申請者 兼 専任の不動産鑑定士の略歴書

△△不動産鑑定（株）入社

△△不動産鑑定（株）退社

　　（株）宮城不動産鑑定入社

12345

宮城　地価子

株式会社　宮城不動産鑑定

代表取締役

平成　〇年　〇月　〇日

上記のとおり相違ありません。

　（注）主な職歴欄が不足する場合は適宜欄を追加して記載すること。

　　（株）宮城不動産鑑定代表取締役就任




